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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周波数が変動する周期的な周期信号を生成する周期信号生成部と、
　前記周期信号に応じた周波数のクロック信号を生成するクロック生成部と、を備え、
　前記周期信号の周波数（ｆ１～ｆ５）を周期的に変動させる周波数（ｆ）は、変動する
ことを特徴とする発振回路。
【請求項２】
　前記周期信号は、三角波信号であることを特徴とする請求項１に記載の発振回路。
【請求項３】
　前記三角波信号は、所定レベルをセンターとして上下に振れる波形であることを特徴と
する請求項２に記載の発振回路。
【請求項４】
　前記クロック生成部は、
　リング状に接続される奇数個のインバータと、前記インバータの出力端それぞれに接続
されるコンデンサとを有するリングオシレータ部と、
　前記周期信号に応じた電流を前記インバータに供給する可変電流供給部と、を備えるこ
とを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の発振回路。
【請求項５】
　前記可変電流供給部は、
　前記周期信号をデジタル／アナログ変換して電流として出力する電流出力ＤＡＣと、
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　前記電流出力ＤＡＣにより出力される電流をミラーリングして前記インバータに供給す
るカレントミラーと、を備えることを特徴とする請求項４に記載の発振回路。
【請求項６】
　前記クロック生成部は、
　前記周期信号をデジタル／アナログ変換して電流として出力する電流出力ＤＡＣと、
　前記電流出力ＤＡＣにより出力される電流により充電されるコンデンサと、
　オンオフ制御により前記コンデンサを充放電させるスイッチと、
　前記コンデンサの電圧と参照電圧とが入力されるコンパレータと、を備えることを特徴
とする請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の発振回路。
【請求項７】
　クロック信号を生成する請求項１～請求項６のいずれか１項に記載の発振回路を含み、
　前記クロック信号を用いてスイッチング電源装置のスイッチング信号を生成することを
特徴とする半導体装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の半導体装置を含むスイッチング電源装置と、
　前記スイッチング電源装置から電力供給を受ける表示部と、を備えることを特徴とする
表示装置。
【請求項９】
　車載用であることを特徴とする請求項１～請求項６のいずれか１項に記載の発振回路、
請求項７に記載の半導体装置、または請求項８に記載の表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、周波数拡散機能（スペクトラム拡散機能）を備える発振回路に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、クロック信号に起因するノイズを抑制すべくクロック信号の発振周波数を周
期的に変動させる機能（いわゆる周波数拡散機能）を備えた発振回路が提案されている。
【０００３】
　なお、上記に関連する従来技術の一例としては、本願出願人による特許文献１を挙げる
ことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－１４３２３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来、クロック信号の発振周波数を変動させる周波数は一定であり、当
該周波数におけるノイズレベルのピークが大きくなるという問題があった。これにより例
えば、発振回路を車両に搭載するとして、車載用のＥＭＩ(Electro Magnetic Interferen
ce）に関する規格を満たさない場合もある。
【０００６】
　上記状況に鑑み、本発明は、クロック信号に起因するノイズをより適切に抑制すること
のできる発振回路を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために本発明の発振回路は、周波数が変動する周期的な周期信号を
生成する周期信号生成部と、
　前記周期信号に応じた周波数のクロック信号を生成するクロック生成部と、を備える構



(3) JP 6952444 B2 2021.10.20

10

20

30

40

50

成としている（第１の構成）。
【０００８】
　また、上記第１の構成において、前記周期信号は、所定の複数の周波数レベルの周期的
な切り替えによって周波数が変動することとしてもよい（第２の構成）。
【０００９】
　また、上記第２の構成において、前記所定の複数の周波数レベルを切替える周波数は変
動することとしてもよい（第３の構成）。
【００１０】
　また、上記第１～第３のいずれかの構成において、前記周期信号は、三角波信号である
こととしてもよい（第４の構成）。
【００１１】
　また、上記第４の構成において、前記三角波信号は、所定レベルをセンターとして上下
に振れる波形であることとしてもよい（第５の構成）。
【００１２】
　また、上記第１～第５のいずれかの構成において、前記クロック生成部は、リング状に
接続される奇数個のインバータと、前記インバータの出力端それぞれに接続されるコンデ
ンサとを有するリングオシレータ部と、前記周期信号に応じた電流を前記インバータに供
給する可変電流供給部と、を備えることとしてもよい（第６の構成）。
【００１３】
　また、上記第６の構成において、前記可変電流供給部は、前記周期信号をデジタル／ア
ナログ変換して電流として出力する電流出力ＤＡＣと、前記電流出力ＤＡＣにより出力さ
れる電流をミラーリングして前記インバータに供給するカレントミラーと、を備えること
としてもよい（第７の構成）。
【００１４】
　また、上記第１～第５のいずれかの構成において、前記クロック生成部は、前記周期信
号をデジタル／アナログ変換して電流として出力する電流出力ＤＡＣと、前記電流出力Ｄ
ＡＣにより出力される電流により充電されるコンデンサと、オンオフ制御により前記コン
デンサを充放電させるスイッチと、前記コンデンサの電圧と参照電圧とが入力されるコン
パレータと、を備えることとしてもよい（第８の構成）。
【００１５】
　また、本発明の一態様に係る半導体装置は、クロック信号を生成する上記第１～第８の
いずれかの構成の発振回路を含み、前記クロック信号を用いてスイッチング電源装置のス
イッチング信号を生成することとしている。
【００１６】
　また、本発明の一態様に係る表示装置は、上記構成の半導体装置を含むスイッチング電
源装置と、前記スイッチング電源装置から電力供給を受ける表示部と、を備えることとし
ている。
【００１７】
　また、上記いずれかの構成の発振回路、上記構成の半導体装置、または上記構成の表示
装置は車載用であることが好適である。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によると、クロック信号に起因するノイズをより適切に抑制することが可能とな
る。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】車載用スイッチング電源装置の一構成例を示すブロック図である。
【図２】車載用スイッチング電源装置の動作を示すタイミングチャートの一例である。
【図３】第１実施形態に係る発振回路の構成を示す回路構成図である。
【図４】第２実施形態に係る発振回路の構成を示す回路構成図である。
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【図５】比較例としての三角波信号およびクロック信号の周波数の波形を示すタイミング
チャートである。
【図６】本発明の実施形態に係る三角波信号およびクロック信号の周波数の波形例を示す
タイミングチャートである。
【図７】比較例の周波数拡散によるノイズ低減の一例を示す図である。
【図８】本発明の実施形態の周波数拡散によるノイズ低減の一例を示す図である。
【図９】車載用液晶表示装置の一例を示す外観図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下に本発明の一実施形態について図面を参照して説明する。なお、ここでは用途の一
例として車載用を挙げて説明する。
【００２１】
＜車載用ＬＥＤドライバＩＣ＞
　図１は、車載用のスイッチング電源装置の一構成例を示すブロック図である。本構成例
のスイッチング電源装置５０は、スイッチングドライバＩＣ１００と、その外部に各々デ
ィスクリートな素子として設けられるコイルＬ１、トランジスタＮ１、ダイオードＤ１、
コンデンサＣ１、および抵抗Ｒ１～Ｒ３を備える。スイッチングドライバＩＣ１００（以
下ではＩＣ１００と略称する）は、エラーアンプ１と、コンパレータ２と、発振回路３と
、スロープ電圧生成部４と、ＲＳフリップフロップ５と、ドライバ６と、を集積化したシ
リコンモノリシック半導体集積回路である。
【００２２】
　また、ＩＣ１００は、外部との電気的な接続を確立するための手段として、外部端子Ｔ
１～Ｔ３を有する。図１に例示した車載用のアプリケーションにおいて、ＩＣ１００には
、コイルＬ１、と、Ｎチャネル型ＭＯＳＦＥＴ（ＭＯＳ電界効果トランジスタ）であるト
ランジスタＮ１と、抵抗Ｒ１～Ｒ３と、ダイオードＤ１と、コンデンサＣ１と、負荷Ｚ１
と、が外部接続される。図１における負荷Ｚ１以外の構成によって、入力電圧Ｖｉｎを昇
圧して出力電圧Ｖｏｕｔを生成する昇圧型のスイッチング電源装置５０が構成される。ま
た、スイッチング電源装置５０は、帰還方式としていわゆる電流モード制御方式を用いて
いるが、電圧モード制御方式を用いてもよい。
【００２３】
　なお、負荷Ｚ１としては、例えば、車載用液晶表示装置における液晶パネル駆動部（ソ
ースドライバ、ゲートドライバなど）、または車載用ＣＰＵ（Central Processing Unit
）などが挙げられる。
【００２４】
　コイルＬ１の一端には、入力電圧Ｖｉｎが印加される。入力電圧Ｖｉｎは例えば、不図
示のバッテリによって発生する。コイルＬ１の他端は、トランジスタＮ１のドレインとダ
イオードＤ１のアノードに接続される。トランジスタＮ１のゲートは、外部端子Ｔ１に接
続される。トランジスタＮ１のソースおよびバックゲートは、抵抗Ｒ１の一端に接続され
る。抵抗Ｒ１の他端は、接地端に接続される。
【００２５】
　ダイオードＤ１のカソードは、コンデンサＣ１の一端に接続される。コンデンサＣ１の
他端は、接地端に接続される。ダイオードＤ１とコンデンサＣ１との接続点は、負荷Ｚ１
に接続される。ダイオードＤ１とコンデンサＣ１との接続点に、出力電圧Ｖｏｕｔが発生
する。また、ダイオードＤ１とコンデンサＣ１との接続点は、抵抗Ｒ２の一端にも接続さ
れる。抵抗Ｒ２の他端は、抵抗Ｒ３の一端に接続される。抵抗Ｒ３の他端は、接地端に接
続される。抵抗Ｒ２と抵抗Ｒ３との接続点は、外部端子Ｔ３に接続される。出力電圧Ｖｏ
ｕｔが抵抗Ｒ２およびＲ３によって分圧されて生成される帰還電圧Ｖｆｂは、外部端子Ｔ
３に印加される。
【００２６】
　続いて、ＩＣ１００に集積化された回路ブロックごとの概要を説明する。
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【００２７】
　エラーアンプ１は、非反転入力端（＋）に印加される参照電圧Ｖｒｅｆと、反転入力端
（－）に印加される帰還電圧Ｖｆｂとの差分に応じて誤差電圧Ｖｅｒｒを生成する。
【００２８】
　なお、ＩＣ１００にソフトスタート機能を持たせる場合は、エラーアンプ１に非反転入
力端を追加し、参照電圧Ｖｒｅｆとは別のソフトスタート電圧を当該非反転入力端に印加
するようにしてもよい。この場合、エラーアンプ１は、２つの非反転入力端に印加される
電圧のうち最も低いものと、帰還電圧Ｖｆｂとの差分に応じて誤差電圧Ｖｅｒｒを生成す
る。ソフトスタート電圧は、ＩＣ１００の起動時に、参照電圧Ｖｒｅｆよりも緩やかに立
ち上がり、最終的に参照電圧Ｖｒｅｆよりも高い電圧値まで上昇する。従って、ＩＣ１０
０の起動時には、帰還電圧Ｖｆｂがソフトスタート電圧と一致するように出力帰還制御（
ソフトスタート制御）が行われるので、コンデンサＣ１および負荷Ｚ１への突入電流を抑
止することができる。
【００２９】
　発振回路３は、クロック信号ＣＫを生成する。発振回路３は、クロック信号ＣＫの発振
周波数を周期的に変動させる周波数拡散機能を有する。なお、発振回路３の構成および動
作については、後ほど詳細に説明する。
【００３０】
　スロープ電圧生成部４は、クロック信号ＣＫを用いて鋸歯状のスロープ電圧Ｖｓｌを生
成する。
【００３１】
　トランジスタＮ１に流れるスイッチング電流Ｉｓを抵抗Ｒ１によって検出して生成され
る検出電圧Ｖｉｓは、外部端子Ｔ２に発生する。スロープ電圧Ｖｓｌと検出電圧Ｖｉｓが
加算されて加算電圧Ｖａｄが生成される。コンパレータ２は、反転入力端（－）に印加さ
れる誤差電圧Ｖｅｒｒと非反転入力端（＋）に印加される加算電圧Ｖａｄとを比較して比
較信号Ｓｃｐを生成する。
【００３２】
　ＲＳフリップフロップ５のセット端子（Ｓ）には、発振回路３によって生成されるクロ
ック信号ＣＫが印加される。ＲＳフリップフロップ５のリセット端子（Ｒ）には、コンパ
レータ２によって生成される比較信号Ｓｃｐが印加される。ＲＳフリップフロップ５は、
リセット端子とセット端子への入力に応じてＱ端子からＰＷＭ(pulse width modulation)
信号Ｓｐｗｍを出力する。
【００３３】
　ドライバ６は、ＰＷＭ信号Ｓｐｗｍに応じてゲート信号Ｓｇ（スイッチング信号）を生
成し、これを外部端子Ｔ１を介してトランジスタＮ１のゲートに印加させることで、トラ
ンジスタＮ１のオンオフ制御を行う。
【００３４】
　なお、ＩＣ１００は、図１に示した構成以外にも、入力電圧Ｖｉｎから内部基準電圧を
生成する基準電圧生成部を備えていてもよい。また、ＩＣ１００は、保護機能として、減
電圧検出部、温度異常検出部、過電圧検出部、過電流検出部、ＬＥＤオープン／ショート
検出部などを備えていてもよい。
【００３５】
　ここで、図２は、ＩＣ１００の動作を示すタイミングチャートの一例である。図２の上
段から、クロック信号ＣＫ、加算電圧Ｖａｄ（＝スロープ電圧Ｖｓｌ＋検出電圧Ｖｉｓ）
、比較信号Ｓｃｐ、およびＰＷＭ信号Ｓｐｗｍを示す。
【００３６】
　クロック信号ＣＫが立ち上がると、スロープ電圧Ｖｓｌが傾きをもって上昇を開始する
。また、このとき、セット端子に印加されるクロック信号により、ＲＳフリップフロップ
５のＱ端子から出力されるＰＷＭ信号ＳｐｗｍはＨｉｇｈレベルに立ち上がる。
【００３７】
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　ＰＷＭ信号ＳｐｗｍがＨｉｇｈレベルとなることでドライブ６により生成されるゲート
信号ＳｇがＨｉｇｈレベルとなり、トランジスタＮ１はオンとなる。これにより、スイッ
チング電流Ｉｓが流れ始め、検出電圧Ｖｉｓが上昇を開始する。よって、スロープ電圧Ｖ
ｓｌと検出電圧Ｖｉｓとが加算されて生成される加算電圧Ｖａｄも上昇を開始する。
【００３８】
　そして、加算電圧Ｖａｄが誤差電圧Ｖｅｒｒより低い期間では比較信号ＳｃｐはＬｏｗ
レベルとなる。そして、上昇する加算電圧Ｖａｄが誤差電圧Ｖｅｒｒに達すると、比較信
号ＳｃｐがＨｉｇｈレベルとなる。これにより、ＲＳフリップフロップ５はリセットされ
、Ｑ端子から出力されるＰＷＭ信号ＳｐｗｍはＬｏｗレベルとなり、ゲート信号ＳｇもＬ
ｏｗレベルとなる。よって、トランジスタＮ１はオフとされる。
【００３９】
　このとき、スイッチング電流Ｉｓは遮断され、検出電圧Ｖｉｓはリセットされる。また
、スロープ電圧生成部４は、比較信号ＳｃｐがＨｉｇｈレベルとなったことを検出し、ス
ロープ電圧Ｖｓｌをリセットする。従って、加算電圧Ｖａｄがリセットされ、比較信号Ｓ
ｃｐはＬｏｗレベルとなる。以降、クロック信号ＣＫが立ち上がるたびに同様の動作が繰
り返される。
【００４０】
　帰還電圧Ｖｆｂと参照電圧Ｖｒｅｆに基づいて生成される誤差電圧Ｖｅｒｒに応じて、
ＰＷＭ信号Ｓｐｗｍのオンデューティが制御され、帰還電圧Ｖｆｂは参照電圧Ｖｒｅｆと
一致するように制御される。従って、出力電圧Ｖｏｕｔは一定となるように制御され、負
荷Ｚ１に供給される。
【００４１】
　なお、図１では、ディスクリート部品群（コイルＬ１、トランジスタＮ１、ダイオード
Ｄ１、コンデンサＣ１、および抵抗Ｒ１～Ｒ３）によって構成される出力段を昇圧型とし
て構成した例を挙げたが、出力段の構成はこれに限定されるものではなく、降圧型、昇降
圧型、ＳＥＰＩＣ型のいずれにも容易に対応することが可能である。
【００４２】
＜発振回路の第１実施形態＞
　次に、発振回路３の第１実施形態について説明する。図３は、第１実施形態に係る発振
回路３の構成を示す回路構成図である。図３に示す発振回路３は、リングオシレータ部３
１と、可変電流供給部３２と、三角波生成部３３（周期信号生成部）と、を有する。なお
、リングオシレータ部３１と、可変電流供給部３２からクロック信号ＣＫを生成するクロ
ック生成部が構成される。
【００４３】
　リングオシレータ部３１は、インバータＩＶ１～ＩＶ３と、コンデンサＣ３１～Ｃ３３
と、から構成される。インバータＩＶ１の出力端は、コンデンサＣ３１の一端とインバー
タＩＶ２の入力端に接続される。コンデンサＣ３１の他端は、接地端に接続される。イン
バータＩＶ２の出力端は、コンデンサＣ３２の一端とインバータＩＶ３の入力端に接続さ
れる。コンデンサＣ３２の他端は、接地端に接続される。インバータＩＶ３の出力端は、
コンデンサ３３の一端に接続される。コンデンサ３３の他端は、接地端に接続される。イ
ンバータＩＶ３の出力端は、インバータＩＶ１の入力端に接続される。すなわち、インバ
ータＩＶ１～ＩＶ３は、リング状に接続される。なお、インバータの個数は本実施形態の
ように３個に限らず、５個以上の奇数個としてもよい。
【００４４】
　可変電流供給部３２は、電流出力ＤＡＣ（Ｄ／Ａコンバータ）Ｉｄ１と、カレントミラ
ーＣＭ１と、から構成される。電流出力ＤＡＣＩｄ１は、三角波生成部３３によって生成
される三角波信号Ｓｔｒをデジタル／アナログ変換し、電流Ｉ０として出力する。カレン
トミラーＣＭ１は、電流Ｉ０をミラーリングして、電流Ｉ１～Ｉ３をそれぞれインバータ
ＩＶ１～ＩＶ３へ供給する。インバータＩＶ１～ＩＶ３は、それぞれ電流Ｉ１～Ｉ３が供
給されるラインと接地端との間に直列接続されるＰチャネル型ＭＯＳＦＥＴとＮチャネル
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型ＭＯＳＦＥＴ（不図示）によって構成される。
【００４５】
　電流ＤＡＣＩｄ１によって生成される電流Ｉ０に応じて電流Ｉ１～Ｉ３が生成され、電
流Ｉ１～Ｉ３に応じてコンデンサＣ３１～Ｃ３３の充電速度が制御され、インバータＩＶ
１～ＩＶ３の出力遅延が制御され、インバータＩＶ３から出力されるクロック信号ＣＫの
周波数が制御される。すなわち、電流Ｉ０に応じてクロック信号ＣＫの周波数が可変とな
る。電流Ｉ０が大きくなる程、インバータＩＶ１～ＩＶ３の遅延量が小さくなり、クロッ
ク信号ＣＫの周波数は高くなる。
【００４６】
　ここで、仮に図５の上段に示すように、三角波信号Ｓｔｒが周波数が一定の信号である
とする。この場合、電流Ｉ０も三角波信号Ｓｔｒと同様の波形となり周波数が一定となる
。従って、図５の下段に示すように、クロック信号ＣＫの周波数Ｆｏｓｃは、三角波状と
なり、その周波数は一定となる。
【００４７】
　ここで、図７は、周波数とノイズレベルとの関係の一例を示す。仮にクロック信号ＣＫ
の周波数Ｆｏｓｃが周波数Ｆｏｓｃ_ｃで一定の場合は、図７の破線に示すように、周波
数Ｆｏｓｃ_ｃ周辺におけるノイズレベルのピーク値が大きくなり、許容閾値Ｎｔｈ（一
点鎖線）を上回ってしまう。許容閾値Ｎｔｈは、車載用機器のＥＭＩに関する規格によっ
て規定されるノイズレベルの許容閾値である。なお、許容閾値Ｎｔｈは、例えばＡＭ（振
幅変調）周波数帯～ＦＭ（周波数変調）周波数帯にかけては低く、ＡＭ周波数帯より低い
周波数帯では高くなる。
【００４８】
　ここで、図５の下段に示すように、クロック信号ＣＫの周波数Ｆｏｓｃが、周波数Ｆｏ
ｓｃ_ｃをセンターとして上下に振れて拡散される場合、図７の実線に示すように、周波
数Ｆｏｓｃ_ｃ周辺におけるノイズレベルのピーク値を減衰量ΔＤ１だけ抑制することが
可能となる。従って、ノイズレベルのピーク値を許容閾値Ｎｔｈ以下に抑えることができ
る。
【００４９】
　しかしながら、周波数Ｆｏｓｃが三角波状に変動する周波数は一定であるため、その周
波数をｆ３とすれば、図７の実線に示すように、周波数Ｆｏｓｃ_ｃより低い周波数ｆ３
周辺におけるノイズレベルのピーク値が大きくなり、許容閾値Ｎｔｈを上回ってしまう。
【００５０】
　そこで、本実施形態では、三角波生成部３３において、図６の上段に示すように周波数
ｆのレベルを例えばｆ５→ｆ４→ｆ３→ｆ２→ｆ１→ｆ２→ｆ３→ｆ４→ｆ５（但し、ｆ
５＞ｆ４＞ｆ３＞ｆ２＞ｆ１）と周期的に変動させるとして、この周波数ｆで三角波信号
Ｓｔｒの周波数を変動させる（図６の中段）。すると、図６の下段に示すように、クロッ
ク信号ＣＫの発振周波数Ｆｏｓｃは、三角波状に変動し、その変動の周波数は変動する。
【００５１】
　図６の下段に示すように、クロック信号ＣＫの周波数Ｆｏｓｃが、周波数Ｆｏｓｃ_ｃ
をセンターとして上下に振れて拡散されるので、図８の実線に示すように、周波数Ｆｏｓ
ｃ_ｃ周辺におけるノイズレベルのピーク値は許容閾値Ｎｔｈ以下に抑えることができる
。更に、周波数Ｆｏｓｃの変動する周波数は、ｆ３をセンターとしてｆ１～ｆ５まで変動
することになるので、図８の実線に示すように、周波数ｆ３周辺におけるノイズレベルの
ピーク値を、図７に示したピーク値（図８の破線）よりも減衰量ΔＤ２で抑制し、許容閾
値Ｎｔｈ以下に抑えることが可能となる。
【００５２】
　このとき、周波数ｆが変動する周波数は一定であり、この周波数をＦ０とすれば、図８
に示すように、ｆ３よりも低い周波数Ｆ０周辺におけるノイズレベルのピーク値は比較的
に高くなる。しかしながら、許容閾値Ｎｔｈは低周波帯では高くなるので、上記ピーク値
は許容閾値Ｎｔｈ以下に抑えることが可能となる。従って、本実施形態によれば、クロッ
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ク信号ＣＫに起因するノイズレベルをより適切に抑制することができる。
【００５３】
　なお、三角波信号Ｓｔｒは、図６の中段に示すように、所定レベルＳｔｒ_ｃをセンタ
ーとして上下に振れる波形としており、波形によって所定レベルＳｔｒ_ｃの上下にそれ
ぞれ形成される面積は一致させている。これにより、周波数Ｆｏｓｃの波形によって周波
数Ｆｏｓｃ_ｃの上下に形成される面積も一致する。従って、クロック信号ＣＫに基づく
ＩＣ１００のスイッチング周波数は、平均的に周波数Ｆｏｓｃ_ｃとなって好適なものと
なる。
【００５４】
　また、三角波信号Ｓｔｒの代わりに他の周期的な信号を用いることも可能であり、例え
ばサイン波信号を適用してもよい。
【００５５】
　また、周波数ｆは周期的に変動させることに限らず、例えばランダム関数を用いて変動
させることとしてもよい。
【００５６】
　また、周波数ｆを周期的に変動させる周波数は一定とすることに限らず、変動させても
よい（この変動は、周期的でもランダムでもよい）。これにより、周波数ｆを変動させる
周波数（例えば図８の周波数Ｆ０周辺の帯域）におけるノイズレベルのピーク値を抑制す
ることが可能となる。
【００５７】
＜発振回路の第２実施形態＞
　次に、発振回路３の第２実施形態について説明する。図４は、第２実施形態に係る発振
回路３の構成を示す回路構成図である。図４に示す発振回路３は、電流出力ＤＡＣＩｄ２
と、スイッチＳＷ１と、コンデンサＣ３４と、コンパレータＣＰ１と、三角波生成部３３
（周期信号生成部）と、を有する。なお、電流出力ＤＡＣＩｄ２と、スイッチＳＷ１と、
コンデンサＣ３４と、コンパレータＣＰ１から、クロック信号ＣＫを生成するクロック生
成部が構成される。
【００５８】
　スイッチＳＷ１とコンデンサＣ３４の各一端は、電流出力ＤＡＣＩｄ２に接続される。
スイッチＳＷ１とコンデンサＣ３４の各他端は、接地端に接続される。スイッチＳＷ１と
コンデンサＣ３４との接続点は、コンパレータＣＰ１の非反転端（＋）に接続される。コ
ンパレータＣＰ１の反転端（－）には、参照電圧Ｖｒｅｆ２が印加される。
【００５９】
　電流出力ＤＡＣＩｄ２は、三角波生成部３３により生成される三角波信号Ｓｔｒをデジ
タル／アナログ変換し、電流Ｉ４として出力する。スイッチＳＷ１のオンオフ制御が繰り
返されることでコンデンサＣ３４の充放電が繰り返され、コンパレータＣＰ１からクロッ
ク信号ＣＫが出力される。
【００６０】
　電流Ｉ４に応じてコンデンサＣ３４の充電速度が制御され、クロック信号ＣＫの周波数
が制御される。すなわち、三角波信号Ｓｔｒに応じてクロック信号ＣＫの周波数が可変と
なる。電流Ｉ４が大きい程、クロック信号ＣＫの周波数は高くなる。
【００６１】
　本実施形態でも、第１実施形態と同様に、三角波信号Ｓｔｒは図６に示すような周波数
が変動するような三角波として与えられる。これにより、電流Ｉ４も三角波信号Ｓｔｒと
同様な波形となり、クロック信号ＣＫの周波数Ｆｏｓｃも図６に示すような周波数が変動
する三角波となる。
【００６２】
　従って、本実施形態においても、第１実施形態と同様に周波数拡散機能においてノイズ
レベルのピーク値を適切に抑制する効果を奏することができる。なお、高周波のクロック
信号ＣＫを生成するには第１実施形態のリングオシレータを用いた発振回路のほうが好適
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となる。
【００６３】
　また、第１実施形態で述べた変形例についても同様に第２実施形態に適用することが可
能である。
【００６４】
＜車載用液晶表示装置＞
　スイッチング電源装置５０は、例えば、図９に示すような車両に搭載される液晶表示装
置Ｘに適用することが好適である。液晶表示装置Ｘに備えられる液晶パネルＸ１には、例
えばナビゲーション情報や車両後方の撮像画像などが表示される。この場合、スイッチン
グ電源装置５０は、負荷Ｚ１として、液晶パネルＸ１を駆動するソースドライバ、ゲート
ドライバなどに出力電圧Ｖｏｕｔを供給する。
【００６５】
＜その他の変形例＞
　また、本発明の構成は、上記実施形態の他、発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々の変更
を加えることができる。例えば、上記実施形態では、本発明を車載用のスイッチング電源
装置に適用した構成を例に挙げて説明したが、本発明の適用対象はこれに限らず、テレビ
、タブレット等の表示パネル駆動用のスイッチング電源装置に適用される発振回路など、
周波数拡散機能を備えた発振回路全般である。
【００６６】
　このように、上記実施形態は、全ての点で例示であって、制限的なものではないと考え
られるべきであり、本発明の技術的範囲は、上記実施形態の説明ではなく、特許請求の範
囲によって示されるものであり、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内に属する全て
の変更が含まれると理解されるべきである。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明は、例えば車載用スイッチング電源装置の発振回路に利用することができる。
【符号の説明】
【００６８】
　　　５０　スイッチング電源装置
　　　１００　スイッチングドライバＩＣ
　　　１　エラーアンプ
　　　２　コンパレータ
　　　３　発振回路
　　　３１　リングオシレータ部
　　　３２　可変電流供給部
　　　３３　三角波生成部
　　　ＩＶ１～ＩＶ３　インバータ
　　　Ｃ３１～Ｃ３４　コンデンサ
　　　Ｉｄ１、Ｉｄ２　電流出力ＤＡＣ
　　　ＳＷ１　スイッチ
　　　ＣＰ１　コンパレータ
　　　４　スロープ電圧生成部
　　　５　ＲＳフリップフロップ
　　　６　ドライバ
　　　Ｒ１～Ｒ３　抵抗
　　　Ｌ１　コイル
　　　Ｎ１　トランジスタ
　　　Ｄ１　ダイオード
　　　Ｃ１　コンデンサ
　　　Ｚ１　負荷
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　　　Ｔ１～Ｔ３　外部端子
　　　Ｘ　液晶表示装置
　　　Ｘ１　液晶パネル

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図８】

【図９】
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